
（財務省 30政 10－１） 
 

 

政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

財務省設置法（平成11年法律第95号）第４条には、「日本銀行の業務及び組織の適正

な運営の確保に関すること」が、財務省の所掌事務として規定されています。 

一方、日本銀行法（平成９年法律第89号）第５条第１項には、「日本銀行は、その業

務及び財産の公共性にかんがみ、適正かつ効率的に業務を運営するよう努めなければな

らない。」と、同条第２項には「この法律の運用に当たっては、日本銀行の業務運営に

おける自主性は、十分配慮されなければならない。」と規定されています。 

こうした法律の規定等を踏まえ、引き続き、人件費を含む経費の予算の認可、財務諸

表の承認等を通じ、日本銀行の業務及び組織の適正な運営が確保されるように努めま

す。 

 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 
政10-1-1：経費予算の認可 

政10-1-2：財務諸表の承認 
 

関連する内閣の基本方針 該当なし 

 

施策 承認政10-1-1：経費予算の認可 

取組内容 

日本銀行の予算については、日本銀行法第51条において、「日本銀行は、毎事業年度、経費に関

する予算を作成し、当該事業年度開始前に、財務大臣に提出して、その認可を受けなければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。」と規定されています。 

こうした法律の規定等を踏まえ、日本銀行の人件費を含む経費の予算が効率的なものとなってい

ることを確認する等の審査を通して、日本銀行の業務及び組織の適正な運営を確保します。 

定性的な測定指標 

 [主要]政10-1-1-B-1：経費予算の効率性の確保 

 

（平成30年度目標） 

日本銀行法の規定等を踏まえ、日本銀行の業務及び組織の適正な運営を確保するために、日本銀

行の人件費を含む経費の予算が効率的なものとなっていることを確認する等の審査をします。 

 

（目標の設定の根拠） 

財務省設置法第４条には、「日本銀行の業務及び適正な運営の確保に関すること」が、財務省の

所掌事務として規定されており、また、日本銀行法第51条において、日本銀行の経費の予算につい

て、「当該事業年度開始前に、財務大臣に提出して、その認可を受けなければならない。」と規定

されているためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 ○参考指標１「認可対象経費の予算」 

 

 

 

 

○ 政策目標 10－1：日本銀行の業務及び組織の適正な運営の確保 
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施策 政10-1-2：財務諸表の承認 

取組内容 

 日本銀行の決算については、日本銀行法第52条において、「日本銀行は、財産目録及び貸借

対照表については四月から九月まで及び十月から翌年三月までの半期ごとに、損益計算書につ

いてはこれらの半期及び事業年度ごとに作成し、これらの書類に関する監事の意見書を添付し

て、当該半期又は当該事業年度経過後二月以内に、これを財務大臣に提出し、その承認を受け

なければならない。」と規定されています。 

 こうした法律の規定等を踏まえ、日本銀行の財務諸表について、関係法令の規定に則して適

正な決算処理がなされていることを確認する等の審査を通して、日本銀行の業務及び組織の適

正な運営を確保します。 

定性的な測定指標 

 [主要]政10-1-2-B-1：財務諸表の適正性の確保 

 

（平成30年度目標） 

日本銀行法の規定等を踏まえ、日本銀行の業務及び組織の適正な運営を確保するために、日本銀

行の財務諸表について、関係法令の規定に則して適正な決算処理がなされていることを確認する等

の審査をします。 

 

（目標の設定の根拠） 

財務省設置法第４条には、「日本銀行の業務及び適正な運営の確保に関すること」が、財務省の

所掌事務として規定されており、また、日本銀行法第52条において、「財産目録及び貸借対照表に

ついては四月から九月まで及び十月から翌年三月までの半期ごとに、損益計算書についてはこれら

の半期及び事業年度ごとに作成し、これらの書類に関する監事の意見書を添付して、当該半期又は

当該事業年度経過後二月以内に、これを財務大臣に提出し、その承認を受けなければならない。」

と規定されているためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 ○参考指標１「財務諸表の主要な計数」 

 

政策目標に係る予算額 平成27年度 28年度 29年度 30年度当初 
平成30年度行政事

業レビュー番号 

 上記の政策目標に関連する予算額はありません。 

 

担当部局名 理財局総務課調査室 政策評価実施予定時期 平成31年６月 
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